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1．はじめに

　我が国は、1995年兵庫県南部地震や2011年東北地方太
平洋沖地震など、過去において地震による甚大な被害を
経験してきた。そして、将来においては南海トラフの巨
大地震や首都直下地震など、極めて甚大な被害を生じる
地震の発生が予想されている。そこで、国は2000年に建
築基準法の改正を行い、建築物の基礎の構造は、国交省
告示1347号1）に示す、「地盤の長期許容応力度に応じて
基礎の種類を選ぶ」ことや、常時微動探査による地盤の
卓越周期から地盤種別の推定を行い増幅特性として準用
することが可能（国交省告示1113号2））となっている等、
地盤調査が必要となってきている。一方で、地震被害を
10年で半減させるという地震防災戦略を2005年３月に策
定し、さらに2020年までに耐震化率を95％にするという
目標が新成長戦略として閣議決定され、住宅をはじめ地
盤を考慮した建物の耐震化は喫緊の課題となっている。
しかしながら、地盤情報に基づく建物の耐震化をはじ
め、耐震診断手法は十分に進んでいないのが現状であ
る。地盤や揺れやすさの情報は、市民にとって関心の高
い事柄であり、自宅の耐震性等について考える機会を捉
えて地震に関する知識を提供すれば、効果的に知識の普
及と地震防災に対する意識の啓発につながると考える。
防災科研では、国の地震調査研究推進本部が作成・公表
している全国地震動予測地図のデータを地震ハザードス
テーション（J-SHIS：http://www.j-shis.bosai.go.jp）3）

で公開している。J-SHISからは、全国250mメッシュサ
イズで、工学的基盤における最大速度と、その最大速度
を今後30年あるいは50年の間に超える確率、表層地盤の
微地形区分と増幅率などのデータを取得することができ
る。これらのデータと住宅の建物情報を用いることによ
り、その場所においての地盤のゆれやすさや大きな揺れ
に見舞われる確率を知ることができ、そのとき予想され
る建物被害リスク（以下、地震リスク）を評価すること
ができる。暮らしている地域の地震・地盤環境の理解に
役立つとともに、将来的な耐震診断の促進に資するもの
と考える。しかしながら、より詳細で耐震診断および設
計に使用できるような地盤情報に関する公開は不十分な
状況である。本論文では、近年検討されている地盤情報
に関わる研究・開発や地下構造データベース、地盤構造
モデル作成・微動システムの研究および今後の新たな展
開等を交えて報告する。

2．これまでの地盤情報の現状

　地下構造の情報がきわめて重要であることは前述にも
述べたが、本章では、これまでの地盤情報に関する取り
組みの例として、防災科研による強震動予測のための地
盤構造モデル作成と、地下構造データベースの構築につ
いて述べる。

　つくば事業部第四技術部では、独立行政法人防災科学技術研究所（以下、「防災科研」と呼ぶ）研究
業務支援等により、地盤情報（地質情報）データベースおよび地盤構造モデル情報作成、地震動予測
地図作成作業における地盤情報の取り扱い手法等を検討してきた。本論文では、上記技術を利用した、
将来の地盤情報サービスの展開や方向性についてそれぞれ述べる。
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ル」で、主に地質情報から構築された防災科研による
「全国初期モデル」6）であり、次は「0.5次地下構造モデ
ル」で、2005年版「全国を概観した地震動予測地図」に
おいてシナリオ地震予測が行われた地域などである程度
高精度化されたモデル、３段階目の「１次地下構造モデ
ル」は、防災科研が平成19年度に構築した九州地域全域
のモデル、大都市大震災軽減化特別プロジェクト7）や重
点的調査観測の一環として首都圏・近畿圏や宮城県域な
どで構築された地盤モデルを取り込んで作成されたもの
である。なお、この全国１次地下構造モデルは、現在、
長周期地震動予測地図作成に使用されている。一方、工
学的基盤以浅の浅部地盤構造モデルは広域的には作成さ
れておらず、推本における「警固断層帯（南東部）の強
震動評価」で実施された強震動計算8）において、福岡市
の一部地域のみで評価が実施されている状態でしかな
い。

2.1　強震動予測のための地盤構造モデルの作成
　　（全国一次地下構造モデル）
　工学的基盤以深の高精度な三次元地下構造モデル（深
部地盤構造モデル）として、各種探査や地震観測の結果
を総合した全国１次地下構造モデル作成の取り組みがあ
る。モデル構築に際しては、Koketsu et al.（2009）4）に
より提案された、わが国における地域規模の三次元地下
構造（速度構造）の標準的なモデル化手法（図１）に従
って、屈折法／反射法地震探査、重力探査、表層地質、
ボーリング、微動探査等のさまざまなデータを利用し、
面的調査データや自然地震観測記録等により調整し、さ
らに地震動の観測記録とシミュレーション結果を比較す
ることにより調整されている。この手法を首都圏の地下
構造に適用して構築された参照速度構造モデル5）は、主
に長周期地震動予測地図作成のために用いられ、手法の
妥当性が確認されている。なお、全国地下構造モデルの
構築の段階は３段階あり、１つめは「0次地下構造モデ

図１　強震動評価のための深部地盤構造モデル作成の流れ
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3．現状の地震動予測のための地盤モデルの作成について

　強震動予測を行うために重要な情報としては、図３に
示すように、震源特性・伝播経路特性・地盤増幅（サイ
ト）特性の３つの特性が重要であるが、中でも地盤増幅
特性については、防災上重要な周期特性や増幅特性（長
周期地震動および地上における震度予測等）を評価する
ために最も重要な情報である。現状公開されている地震
動予測地図（震源を特定した地震動予測地図）では、図
３に示す工学的基盤まで（深部地盤構造）をモデル化
し、その上面までの詳細法による地震波形計算10）を行っ
ている。一方、浅部地盤構造については、地震動計算用
の速度構造を作成することなく、約250mメッシュ単位の
微地形区分11）に基づいたAVS30による地盤増幅率12）で、
工学的基盤の最大速度に増幅率をかけることで、地上の
最大速度（震度）としている。しかしながら、地盤・耐
震工学の分野での利用を考えると、地表の地震動におけ
る周波数・増幅特性を求める必要がある。以上のことか
ら、国においても地表までの地盤構造モデルを作成する
必要性が出てきている。推本においては、地盤構造モデ
ル高度化への取り組みが平成23年度から開始し、0.1秒
から10秒程度の広帯域の地震動特性を評価できるような
地盤モデルの構築を念頭に、これまで別々にモデル化を
実施してきた浅部地盤モデル13）と深部地盤モデル5）を統
合し、地震・常時微動等の観測記録を再現できるような
モデルの作成を進めている（図４）。
　ちなみに、既往の研究では地表まで作成された３次元
の地盤モデルにおいての地震動の検証が十分になされて
いる状況にはない。上記の理由から、防災科研では地盤
構造モデルの高度化の研究として、まずは、国・自治体
等のボーリングデータの収集し、初期の地質構造モデル
を地表から工学的基盤までを作成し、既往の深部地盤モ
デルを結合して「初期地盤モデル」を作成している。次
に、このモデルを初期値として、K-NET、KiK-net、気
象庁および自治体等の地震観測点における地震記録と、
多数の常時微動探査の記録より、地盤のS波速度構造・
増幅特性（スペクトル増幅率）等を求め、地盤モデルの
高度化を行っている。また、面的な補間方法の検討も行
い、最終的には約250mメッシュ単位の地盤構造モデル
（通称：浅部・深部統合地盤モデル）14）,15）を作成してい
る（図５）
　なお、地盤モデル作成結果の検証については、周期２
秒よりも短周期側については、１次元重複反射法による
地震観測記録とサイト増幅特性等との検証を行い、周期
２秒よりも長周期側については、有限差分法16）による地
震観測記録との結果の検証を行い、既往の地盤モデルに

2.2　地下構造データベースの構築
　日本では、地震災害をはじめ各種自然災害によるリス
クが高く、その対策を進めるために、基礎資料となる地
下構造に関するデータの利用に対するニーズが高くなっ
ている。
　過去には膨大な地下構造調査が実施されてきている。
しかしながら、これらの調査は、様々な目的に基づいて
様々な機関により実施されているため、限定された目的
の利用に留まり、データは各府省・地方公共団体・関係
機関等に散在している。これらのデータは他には十分利
用されないまま死蔵の状態となっているものが多く、中
には散逸の危機にあるものもある。データの散逸を防
ぎ、誰でもが利用可能なデータベースを構築することは
大変重要な課題となっている。
　こうした背景の下、平成18年７月より5カ年間に渡り、
科学技術振興調整費重要課題解決型研究「統合化地下構
造データベースの構築」9）が開始され、防災科研をはじ
め６つの研究機関が参加して、地震防災など社会の安
全・安心と持続的発展を実現するため、国土の地下構造
に関する情報を「国民共有の公的財産」と位置づけ、収
集・整備し、表層地盤から深部に至る系統的・網羅的な
統合化地下構造データベースを構築することを目指し
た。検討では、データの標準化や地質と物性特性など異
なるデータ間の統合化を進め、各機関に分散したデータ
ベースの相互利用・公開を進めるための分散管理型ネッ
トワークシステムを開発してきた。さらに、地震防災に
資する地下構造モデルの高度化やハザードマップ・リス
ク評価への利活用について研究し、データベースの内容
の高度化や、その有効性を示すため、利活用に関する検
討を具体的な事例に基づいて実施している（統合化のイ
メージ：図２）。

図２　統合化のイメージ
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図３　地盤構造のＳ波速度と各構造モデルの関係概念図

図３（補足）　各地盤モデル作成に関する対象周期との関係概念図

図４　浅部・深部統合地盤モデル作成概念図
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にコストがかかる。一方で、近年、直接的な地震観測以
外で地震時の揺れの周期特性や地盤の速度構造を良くと
らえることのできる常時微動観測が行われてきている。
常時微動観測は、地震動予測のための地盤構造モデル作
成に非常に有用な物理探査手法である。その観測の手軽
さにより、ここ10年で各大学・研究期間では非常に多く
の研究がなされているたとえば17）。しかしながら、研究その
ものはバラバラの機材・考え方により各大学の小さな研
究素材としてとじられており、データの共有等について
も、ボーリングデータ以上に集約の難しい情報となって
しまっている。ボーリングデータはその物性の性質（堅
さ柔らかさ）や層序に関しての情報は抽出できるもの

対しての高精度化の検証を行っている。この検討によ
り、日本の広帯域地震動予測用のスタンダードな地盤モ
デルを構築・公開していくことで、将来的に本検討の地
盤モデルを基本として新たな地盤モデルの研究や民間企
業が利用できる地盤情報としての利活用を考えており、
本研究の最終的な目標としている。

4．地盤モデル作成のための微動観測システムの構築に
ついて 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　前節に示すように、地震動予測地図の高度化のために
は、高精度な地盤モデルの作成は必要不可欠であるが、
そのためのボーリング調査や反射法地震波探査は、莫大

図５　浅部・深部統合地盤モデル作成結果（南関東地域暫定結果）

図６　常時微動システムの概要
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観測を実施したことがない等、大部分の研究機関は観測
を行いたい希望はあっても、二の足を踏み研究活動が出
来ないところが多い。全国的にくまなく常時微動データ
の集約をはかっていくには、このような地域の研究者に
機材貸与および技術協力を行いデータ集約の仕組みに賛
同していただき、観測者の裾野の拡大を行って「ビック
データ」収集の足がかりにしていくことが、新たな精度
の高い全国ハザードマップ（ゆれやすさマップ）を作成
していく礎になると考える（図７）。
　そのための方法（筆者の提案）として、防災科研がデ
ータセンターとしての機能を持ち、微動計の管理・デー
タベース登録等システム・教育システムをパッケージと
して用意・提供し、機材・データの品質・情報管理を効
率良く行っていけるものと考える。現在、上記微動シス
テムを地方大学・研究機関等の希望の部署に観測レクチ
ャー教育ともに提供し、大きな成果を得られつつある。
先々収集される「ビックデータ」の管理を効率化するた
め、今後において防災科研の微動システムを大規模に再
構築する必要が出てくるであろう。

の、地震動にとって重要な一部の物性値構造は推定で与
えるしかない。動的な特性を得るには常時微動やPS検
層・表面波探査のような観測が必要であるが、特にPS
検層や表面波探査についてはコストがかかる上に観測者
の能力や解析結果の解釈も難しく多くの観測は望めな
い。
　常時微動観測は現在、先名・他（2006,2008）18）,19）の
微動観測システムの開発により、素人でも数時間のレク
チャーを受けることで、熟練者の観測結果と遜色ない精
度で観測できるようになった。単点の微動観測について
は15分程度の観測で、その地点の揺れやすさの周期特性
（Tg）・増幅特性等がわかり観測データそのものもデー
タベースに即時登録が可能なシステム「常時微動システ
ム（先名・他（2012））20）」も開発されている（図６）。
このシステムは、現場においてデータ登録・解析等が完
了するため、位置情報・写真情報・観測データ・時刻歴
情報・解析結果等の登録時のヒューマンエラーが少なく
なる仕組みとなっている。
　一方、常時微動観測は、研究自体は有名大学を中心に
沢山実施されているものの、機材の高価さ・これまでに

図７　防災科研が目指す相互運用システムの仕組み
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5．新しい微動探査法の構築と地盤情報サービスシステム
　  の開発への取り組み

　近年、筆者らが取り組んでいる新しい微動観測手法お
よび地盤情報サービスシステムについて下記に簡単に紹
介する。

5.1　新しい微動探査法の活用
　   （極小アレイによるＳ波速度断面の構築）
　筆者らは、現在、新しい微動観測・解析手法を検討し
ている。１つは、微動アレイ解析方法の１つである、
CCA 法（Cho et al.（2006））21）の手法をベースに、観
測から解析までを自動的に結果を算出する（位相速度を
求め、S波速度構造に変換）ように検討した、Cho, 
Senna and Fujiwara（2013）22），23）の手法である。アレ
イ半径に対する解析可能波長帯域、解析結果の信頼性、
安定性の観点から、コヒーレンスCCA 法（nc-CCA法）
による極小アレイ（r＜１m）と、必要に応じて３点か
らなる不規則形の「小アレイ」（r＜5m）を別途実施する
ことで従来よりも実用的な浅部（深さ数10m～100 m 程
度）構造探査が可能になるとしている（図８）。極小ア
レイは観測が簡単なため、測線に沿う複数点で観測して
「チェーンアレイ」（原口・他、2010）24）と呼ばれるよう
なS波速度構造を2次元断面にて構造解析する手法も実
施されている。この解析方法は、適当な変換式によって
分散データをS波速度構造に変換する簡易逆解析である
（図９）。もう１つは、H/Vスペクトル25）を利用した手法
である。過去の研究は微動の振幅情報が地下構造推定に

図８　極小アレイ（半径60cm）による各解析結果の比較（nc-CCAの位相速度が最新の研究によるもの）

図９　微動観測結果から簡易逆解析を行う新手法
　　（位相速度簡易変換・トラフ法・ピーク法）
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（上図はインバージョン無し・中図はインバージョン有
り）である。上記の結果は地盤図の地質構造断面（下
図）と良く合っており、S波速度値も信頼できる値であ
ると考える。精度・有効性については、今後さらに他の
地域についても検討し、研究論文として公表予定である。

5.2　新しい探査手法を利用した地盤情報サービス
　　 システムの開発の取り組み
　5.1節で示した手法の利用は、当初土木探査を想定し
ていたが、高い周波数100Hz以上でも比較的S/Nが確保
できるため、非常に浅い構造（深さ50cm～1m程度）に
も対応出来る。現在、2000年の法改正により、住宅建設
時に地盤調査が必須となり、SS（スウェーデン・サウ
ンディング）方式27）による地耐力調査が行われている
が、その後、種々の調査方法（水平載荷試験・物理探
査）で大きく成長する地盤調査会社が出る市場となって
いる。本微動観測システムによる観測の簡便性や、解析
の自動化による簡易性より、市場展開の可能性が十分に
あるものと考える。更に、2011年東北地方太平洋沖地震
によりハウスメーカーの調査方法に関する意識が変わり
つつあり、地耐力だけでなく地震の卓越周期特性（Tg）
や、観測地点で推定される応答スペクトルのニーズも出
てきている状況である。S波速度構造を比較的深い部分
まで得られる本手法は、基本的な要求を満たしつつ、さ

有効なことを表しており、スペクトルのピーク周波数は
速度コントラストの強い軟弱層の厚さや速度に、ピーク
高は層間の速度コントラストあるいはインピーダンス比
に関連すると考えられている（例えば、Konno and 
Ohmachi, 1998）26）。しかしH/V スペクトル比で地盤構
造を推定しようとするすべての既存研究には、スペクト
ルのピークによって示される深さスケールの解釈には地
盤速度と層厚のトレードオフに起因する任意性があった
り、ピークが低く複数あるためにピークの読み取り自体
が難しい場合が多い等の問題が常につきまとってきた。
本研究では３成分地震計で極小アレイと同時に実施する
ことでトレードオフを解決している。
　浅部構造探査のために３成分単点観測とCCA法によ
る極小アレイ、小アレイを多点で展開して疑似S波速度
断面とH/V断面（それぞれ疑似S波速度構造、H/V構造
の空間補間で得られる２次元プロット）を解析し、統合
的に解釈することで、これまでよりも多くの情報を簡易
に抽出できるようになった。CCA法による極小アレイ・
小アレイ観測は作業コストが低いので多点データの取得
に適する。またアレイサイズが小さいので、水平方向の
空間分解能が高い。防災科学技術研究所と白山工業
（株）の共同開発による微動／強震観測キットJU215
（先名・他、2006）18）は、この目的に適している。図10
はＩ地域の約３kmの測線に沿う疑似S波速度断面図

図10　極小アレイによる解析結果の２次元断面図と地質断面図（下図）との比較（Ｉ地域）
※真ん中のカラーの図が極小アレイによるＳ波速度構造断面図 　　　　　　

（上図は逆解析なし（位相速度簡易変換のみ）・中図はピーク・トラフ法を使用した逆解析有り）
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らに他の手法と比較しても優位な結果が得られ、その結
果に基づいた新たなサービスの展開も可能となるものと
考える。例えば、前述の浅部・深部統合地盤モデルと合
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出すことが可能となり、最先端で高付加価値のリスク情
報サービスの提供も可能となる。

6．まとめ
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図11　地盤評価システムにおける結果のイメージ
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